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1.はじめに

(財)中国産業活性化センター(会長　松谷健

一郎)は、昭和62年通商産業省、地元企業のご支

援を得て設立されて以来、産・学・官の方々のご

協力を得て、中国地域の振興プロジェクトの発掘・

調査を中心に、地域活性化を推進している。

当センターでは平成4年度調査の一一つとして、

新しい産業経済事象の指標づくりならびにその指

標を用いた中国地域の産業経済事象の分析を中心

に、当地域の産業社会の動向を把握するため、「中

国地域産業経済事象把握調査」を実施した。調査

に当たっては、広島大学経済学部教授松水征夫氏

を委員長とする調査委員会を組織し、審議をお願

*　上記「調査報告書」の作成にあたっては、(株)野

村総合研究所　地域産業研究室長　高田伸朗氏、同

研究員　辻俊昭氏のご協力を賜った。

なお、本稿の図・表については、全て「調査報告書」
によっている。

いした。その結果については、当センターが「中

国地域産業経済事象把握調査報告書*」として平成

5年3月にとりまとめた。

本稿は、その調査報告書の骨子を中心に、一部

私見を混じえて紹介するとともに、当地域の産業

経済事象の分析手法に関する課題について明らか

にすることを目的にしている。

2.産業活動を取り巻く社会経済環境の把握

近年、わが国の社会経済環境は大きく変化して

いる。例えば、世界の東西の緊張緩和から東西支

援・交流促進といった国際構造の変容、高齢化の

進展に伴うシルバー社会の到来といった国民の生

活・意識の変化、超電導技術の実用化等に代表さ

れる科学技術の実用化等の科学技術の進歩、高速

道路、新幹線、′地方空港の整備等による全国一日

交流圏の形成といった国土構造の再構築、地球環

境問題の世界的な取り組みといった地球環境の重

視等が挙げられる。

これら社会経済環境変化を大きくグループ化す

ると次に示すように5つの大きな潮流としてとら

えることができる。

具体的には、

①国際構造の変容

②国民の生活・意識の変化

③科学技術の進歩

④国土構造の再構築

⑤地球環境の重視

である。これら社会経済環境変化の概要は次の通

りである。
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図1　社会経済環境変化の潮流
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①国際構造の変容

わが国は世界において経済大国にみあった役割

を果たすことが求められている。例えば、人口爆

発地域、発展途上国等に対しての経済援助、外国

人労働者に対する技術研修等が求められている。

国際構造の変容を示す事象として、緊張緩和と

民主化の推進、南北格差の高まり、人口爆発、ア

ジア諸国の経済力の高まり、外国人労働者の流入

等がある。特にわが国では、アジア諸国の経済力

の高まり、外国人労働者の流入等が直接的な大き

な影響を与える事象としてとらえることができる。

②国民の生活・意誠の変化

将来の本格的な高齢化社会の到来によるシルバー・

ニーズの重視、ゆとりと豊かさ志向の高まりによ

るレクリエーション・レジャーニーズの高まり、

自己実現等のための学習ニーズの高まり、女性の

本格的な参加による女性ニーズの顕在化等、国民

の生活・意識の変化による新たなニーズが出現し

ている。

国民の生活・意識の変化を示す事象として、高

齢化の進展、ゆとりと豊かさ志向の高まり、女性

の本格的なビジネス社会への進出等がある。

③科学技術の進歩

情報・エレクトロニクス分野、新素材分野、ラ

イフサイエンス分野等を中心として今後高度な科

学技術の開発とその実用化が予想される。これに

より、より高い利便性と快適性を備えた社会、社

会システムの出現が考えられる。そのために、産

業社会も大きな変化が生じると考えられる。

また、中国地域では新素材分野等、既存の産業

集積があり、これら既存産業集積の技術進歩等に

より独自性の高い分野への展開などが期待できる。

科学技術の進歩を示す事象として、テクノグロー

バリズム、高度技術の実用化、知的所有権の尊重

等がある。

④国土構造の再構築

国土の高速道路網、新幹線、空港等の基幹交通

網の整備により、地方圏と東京、地方圏間同士の

交通網の整備がなされ、これら地域間の交流が促

進されることになる。これにより国などの積極的

な施策の展開と相まって、地方地域の振興ポテン

シャルが高まり、国土構造の再構築が促進される

ことになる。

国土構造の再構築を示す事象として、地方にお

ける拠点都市集中化、地方時代の再来、全国一日

交流圏の確立、ネットワーク型高速道路網の形成

等、さらに中国地域では、広島空港の開港、本四

3橋時代等がある。

⑤地球環境の重視

地球環境問題は、アジェンダ21で取り組まれて

いるように全世界的な問題であり、特にわが国は、

省エネ国家の実現国として、積極的に環境問題へ

の取り組みが望まれている。また、民間企業にお

いても、自動車メーカー等の企業ではエコビジネ

スの枠を超えた地球環境問題に取り組み始めてい

る。

地球環境の重視を示す事象として、全世界的な

取り組み、企業の環境問題意識の高まり、経済発

展の制約等がある。
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表1　社会経済環境変化を示す主要な事象

社会経済環境変化 変化を示す事象 内　　　 容

再造の変容 ・緊張暖和 と民主化の推進 ソビエ ト連邦の解体等に象徴される

主化の流れ と旧東側諸国への西側諸

による経済援助活動の活発化

・南北格差の高ま り 従来の南北問題に加え、南半球諸国

中でも最貧国の出現等、新たな間堰が

発生

・人口爆発 アフリカ、中国等においては近代化

策の妨げになるなど、様々な間塔を

える人口急増現象

・アジア諸国の経済力の高まり N IE s 、A S E A N 諸 国における工業発

に牽引された経済力の高ま り

・外国人労働者の流入 金融、サービス、情報のグローバルイ

につぎ、労働力のグローバル化 も進 ・

し、わが国でも欧米か らの流入の他、

発展途上国等からの流入も増加

・ブロック経済化 (E C 、北米) ブロック経済圏内での貿易障壁をなく

す ことにより、経済圏内の活発な交河

の促進、経済圏外に対す る競争力の弓

化等が E C 、北米等の地域で進展

D 生活 ・意識の変化 ・高齢化の進展 65歳以上の人 口の増加 (2020年 には

人口の兄)、また若年齢層の減少

・ゆとりと豊かさ志向の高まり 労働時間制度の改善、複利厚生制度

充実、職場施設の充実等のビジネス ・

アメニティ環境の創造等、ゆとりと　-

かな生活志向の高まり

・女性の本格的な社会参加 男女雇用機会均等法施行により弾みを

つけた、ビジネス等への女性の本格 、

な参加、意識の高まり

支術の進歩 ・テクノグローバ リズムの進展 技術的蓄積をもつ先進国が技術を世

へ向けて開放し、発展途上国等へ技彿
移転を積極的に促進する姿勢の世界 、

要請

・高度技術の実用化 経済企画庁では、'90年 代前半に通信

野、2020年 までに運輸交通、空間利用、

エネルギー、環境対策 自動化分野で
術が開発され、実用化が進むと予想

・知的所有権の尊重 アメリカではすでに知的所有権保護に

積極的な動きがあり、先進諸国もこ

動きに対応 した形で今まで以上に嘉

する方向へ移行

-83-



表1　社会経済環境変化を示す主要な事象

(続き)

社 会 経 済 環 境 変化 変 化 を 示 す 事 象 内　　　 容

国土 構 造 の 再 構 築 ・東 京 一 極 集 中の 継 続 人 、物 、情 報 の 東 京 へ の 集 中 は 、問

点 を 抱 えな が らも 、他 地 域 に 比 べ 求 ノL

性 の 大 き さか ら今 後 も継 続

・地 方 にお け る 中枢 都 市 化 地 方 経 済 ブ ロ ッ ク内 にお い て 、 札 幌 、

仙 台 、広 島 、福 岡等 の拠 点 都 市 へ の ミ

ニ ー 極 集 中的 な傾 向 がみ られ 、人 、物 、

情 報 の 集 中

・地 方 時 代 の 再 来 地 方 拠 点 の 自立 的 な発 展 、国 等 の 積

的 な 地 方 振 興 、交 通 ネ ッ トワー クの

備 等 に よ る 、地 方 の発 展 ポ テ ン シ ャ/

の 向 上

・全 国 一 日交 流 圏 の 確 立 国 土 開 発 幹線 交通 網 を補 完 す る高 規

道 路 、 地 方 空 港 等 の整 備 進 展

・ラ ダー 型 高 速 道 路 網 の 形 成 中 国 横 断 自動 車道 の 開通 に~よ る 中国

域 内 にお け る ラ ダー型 の 高速 道路 網 は、

交 通 の 利 便 性 を飛 躍 的 に 高 め 、大 き く

地 域 の 振 興 に寄 与

・広 島 空 港 の 開 港 空 港機 能 の 充 実 に よ り広 島 の国 内外 と

の 交 流 が 活 発 化 す る 。特 に 大 型 機 の

着 に よ る 国外 との交 流 の可 能 性 が高 ま

り国 際 化 が 促 進

・本 四 3 橋 時 代 本 四 3 橋 の 完 成 に よ り、中 国 地 域 と四

国 地域 との経 済 交流 が活 発 化 す る こ と

に な り、 中国 、四 国経 済 圏 を 視 野 に

れ た 企 業 の 事 業 展 開 が 可 能

地 球環 境 の 重 視 ・全 世 界 的 な取 り組 み ブ ラジル で の 国連 環 境 会 議 にみ られ る

よ うに 、先 進 国 、発 展 途 上 国 が 参 加

た 全 世 界 的 な取 り組 み

・企 業 の 環 境 問 題 意 識 の 高 ま り 企 業 内 に お い て 「地 球 環 境 対 策 」部 門

の 設 置 が み られ る よ うに 、企 業 内 の 意

識 の 改 革 、 研 究 機 関 へ の 援 助 ・協 力 、

情 報 収 集 等 の活 動 が 活 発 化

・経 済 発 展 の 制 約 地 球 環境 問 題 に 対応 した技 術 開 発 が≠

され る ま で 、~既 存 の技 術 で は 工 業 を 中

心 と した経 済 発展 の 制約 の影 響 を受 l

る 可 能 性 が 大
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3.社会経済環境変化のもとでの新たな産業

経済事象の把握

社会経済環境変化のもとで、産業社会において

生じる様々な事象を産業経済事象と定義し、以下、

中国地域の産業経済事象の分析を進めていく。

まず、前述した社会経済環境変化が具体的にど

のような産業経済事象に対して影響を与えている

のかを明らかにする。

(1)変化する産業経済事象枠組み把握

前述の5つの社会経済環境変化において、それ

ぞれの社会経済環境下での産業経済事象を網羅的

に羅列し、その産業経済事象をグルーピングする。

グルーピングしたものを産業経済事象の枠組みと

して捉える。

図2は、この考え方にそって社会経済環境変化

に対応した主要な産業経済事象を網羅的に記述し

たものである。

横軸は、5つの社会経済環境変化への対応ごと

に産業経済事象を分類したものである。

これをグルーピングすると、縦軸に示されるよ

うに、9つの産業経済事象の枠組みの設定が可能

となる。具体的には、

①グローバル化

②ソフト化・サービス化

③創知化

④情報化

⑤物流高度化

⑥アメニティ化

⑦地域共生化

⑧地球環境重視化

⑨多角化

である。

この9つが、近年の社会環境変化を受け、変化

が生じている産業経済事象の大きな流れ(枠組み)

であると言える。

(2)産業経済事象の枠組みの概要

産業経済事象の枠組みについて、その概要をま

とめると、以下のようになる。

(Dグローバル化

ワールドワイドな交流の結果、企業間の取引、

産業構造等、わが国の産業社会に大きな変化を与

えている。特に、近年の予想以上の円高は、この

流れをさらに加速化させると考えられる。

マーケットの拡大、国際的な技術交流、製品輸

入の増大、海外への生産拠点のシフト等は、企業

活動のあり方を変えている。

②ソフト化・サービス化

第3次産業従業者の増加に代表されるソフト化・

サービス化は、企業内外の間接部門、非製造部門

の従業者を増やしている。このような企業活動に

おけるソフト化の進展や、さらにはサービス部門

の独立化の進展が考えられる。

③創知化

物的豊かさから質的豊かさへ移行していくにあ

たり、差別化された商品が重視されてきている。

創知化はこのような流れに従い、技術面、デザイ

ン面、機能面等で差別化された高品質で付加価値

の高いものを創造する動きである。企業戦略とし

て重視される方向にある。

④情報化

情報インフラの整備にともない、情報を有効な

手段とした産業活動が広範囲に拡がっている。こ

の背景として情報インフラのネットワーク化、付

加価値利用化が進展したためと考えられ、情報通

信量の増大、情報産業の成長等に代表される。

⑤物流高度化

ジャスト・イン・タイム、多頻度少量物流等、

在庫コストの削減、顧客ニーズに対応する物流が

求められている。企業も物流コストの削減を目的

とし、物流の情報化、自動化、ロジスティクスセ

ンターの設置等、物流高度化を図っている。

⑥アメニティ化

従業者の創造性の向上、快適空間の提供等、生

産性、創造性等を上げることを目的とした就業環

境に対するアメニティの導入が図られている。

⑦地域共生化

雇用拡大等の地域への経済効果の他に、地域の

文化活動、スポーツ活動等に対する支援、伝統に

対する支援等、地域に開かれた企業として、地域

への貢献による地域共生化が進められている。企

業はこれにより地場産業としての位置づけの確立

とイメージの向上、従業者の確保を図っている。

⑧地球環境重視化
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オゾン層の破壊、地球温暖化や砂漠化の進展等、

直面する地球環境問題に対して、積極的に企業と

して対応することが求められる。従来の生産活動

における公害防止の他、リサイクル可能な製品の

開発、低公害技術の普及等の活動が今後増加する

ことが考えられる。

⑨多角化

企業が所有する独自技術、資源を活用し、本業

とともに異分野への参入が進展している。これに

より、特定分野の景気に左右されない企業構造、

人材の有効活用、自社技術の活用契機の拡大等企

業の経営効率化が促進される。

4.産業経済事象を示す分析指標の検討

産業経済事象の分析を行うためには、本来的に

は図2で示したような全ての産業経済事象の動向

を分析しそれにより産業経済事象の潮流、水準を

把握する必要がある。

しかしながら、現在のわが国における既存の統

計を使用し、これら全ての産業経済事象の分析を

行うことは、データの制約上不可能である。

このため、本調査で使用するデータは、

・使用データは産業経済事象の指標を可能な

限り直接的に示すようなもの

・全国及び各地域(県ベース)のデータ把握

が可能なもの

とする。　　　　　　　　　　　′

具体的には産業経済事象を示す指標について表

2のデータを使用する。この場合、産業経済事象

の動向を示す類似的な指標も使用している。

5.産業経済事象の分析方法

表2の指標を用いて、中国地域産業経済事象の

分析を行う。

その際の評価手法として、標準得点を用いる。

この標準得点はデータの分散等の標準化を行うも

のであり、これにより分析することにより産業経

済事象の進捗状況、及び地域ごとの産業経済事象

の進捗状況の横並び比較を行うこと.が可能となる。

また、産業経済事象には首都圏をはじめとする

大都市圏と地方圏での進捗度が大きく異なるもの

があると考えられる。このような指標に対しては、

地方圏における中国地域の位置づけを明確にする

ため、本調査では、中国地域を全国、及び大都市

圏を除く全国の両方から比較を行い進捗状況を検

討している。

①分析方法

分析に当たっては、集積性と成長性の2つの面

から行うことにする。

・集積性

単年度の産業経済事象を示す指標を用い、

その集積性を分析。

データ値:産業経済事象を示す指標の計

算値

可能な限りの最新データを使

用

標準得点:データ値を平均0、標準偏差

1に標準化した時の、指標の

データ値

計算式=

(データ値一平均データ値)/標準偏差

・成長性

2時点の産業経済事象を示す指標を用い、

その成長性を分析。

データ値:産業経済事象を示す指標の2

時点の伸び率

可能な限り、2時点は最新デ

ータと、最新データから5年

前としている。

標準得点:成長性のデータ値を標準化し

たもの

②評価

標準得点:0.0……全国平均

+A……Aの値が大きいほど全国

平均より上回る

-B……Bの値が大きいほど全国

平均より劣る
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図2　社会経済環境変化における

産業経済事象の枠組み

社 会 経 済 環 境 変 化 に対 応 した 産 業 経 済 事象

5 つ の 社 会 経 済 環 境 変 化

国際構造の変容 国民の生活 ・意識

の変化

科学技術の進歩 国土構造の再構築 地球環境 の重視

・海外直接投資の増大 ・国際コンベンション ・外国との技術交流の ・国際交流拠点の整備 ・環境保全の共同研究
・水平分業化の進展 の開催増加 増大 の推進

・製品輸入の増大

・外国との技術交流の
増大

・外国との人的交流の
増大

・グローバル企業の出現

・外国人労働力の増大 ・国際特許出願 ・発展途上国等への環

境対策に関する技術

支援

・サービス産業の量的

拡大

・企業活動におけるソ
フト化の進展

・地方都市圏でのサー

ビス産業の割合の増

加

・海外でのデザイン開 ・デザイン等付加価値 ・研究開発の重視 ・先端技術産業の地方 ・地球環境問題への取

発拠点の設置 の重視 ・研究開発産業の成長 立地 り組み
・基礎研究の展開 ・多品種少量の製品の

増加

・デザイン機能の東京

への集中

・テレポート等国際通 ・企業内における情報 ・コンピュータの導入 ・情報通信量の増大

信網の整備 処理部門の増加 の増加 ・地域における情報産
・国際的な物流情報網 ・情報産業の成長 業の成長

の構築(国際EDl等) ・工場のF A 化の進展

・流通のPO Sシステム
の普及

(光ファイバー

ISDN 網の整備)

・国際物流の活発化 ・少量物品輸送の増加 ・省エネ、低公害車開 ・商圏の拡大(物流) ・モーダル・シフトの

・多頻度配送の増加 発の促進 ・航空物流の増大 進展

・就業時間嘲 ヒ・自動化等による生産性 ・地方でのリゾート開

・フレックスタイムの
導入増加

・ニューファクトトの増加

の向上 発

・リゾートオフィス等
の増加

・企業のメセナ、フイラン・産学共同体制の推進 ・産業の立地に伴う生 ・企業による地域環境

ソロピー活動の増加

・市民開放型施設の設
置企業の増加

・企業の寄付金の増加

括環境整備 保護活動の増加

・環境保全技術等の海 ・省エネの推進 ・環境保全技術の進歩 ・良好な活動を求めた ・公害防止投資の増加

外協力 ・リサイクルの推進 ・リサイクル製品の開

発

企業の立地増加 ・環境ビジネスの増加

・多角化売上高の増加

・サービス部門の独立
化の増加

・異業種分野への研究
費の増大

・環境分野への進出
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表2　産業経済事象を示す指標

~業経済事象の枠組 産業経済事象 産業経済事象を示す指標 具体的なデータ データ出所

グローバル化 ・水平分業化の進展 日本企業の海外子会社、地域企業の海外子会社、関 通産省 「工業統計表」

関連会社の状況 連会社数/ 地域内企業数 (企業多角化等調査編)

・製品輸入の増大 製品輸入量の推移 地域内の製品輸入量/ 地域

内全輸入量

運輸省 「港湾統計」

・外資系企業の進出 外資系企業の進出状況 地域内外資系企業立堆数/

地域内企業立地数

東洋経済新報社

「外資系企業総覧」

外資系企業の工場立地

状況

地域内外資系工場立地数/

地域内工場立地数

通産省「工場立地動向調査」

・外国との人的交流 目的別の入国外国人数 地域内の研究目的入国者 (財) 入管協会
の増大 の推移 数/ 地域内研究機関数 「在留外国人統計」

地域内の研修目的入国音

数/ 地域内製造業従業者数

(財) 入管協会

「在留外国人統計」

学術研究 ・調査のため 地域内学術研究・調査日的 法務省

の出国の推移 出国者数/ 地域内科学研究

者、技術者数

「出入国管理統計年報」

国際見本市 ・展示会 ・ 地域内国際イベント開催 :国際観光振興会コンペンショ

会議の開催件数の推移 数/ 地域内全従業員数 ン ・ビューロー

「コンベンション統計」

ソフ ト化 ・ ・サービス産業の量 サービス業比率の状況 地域内サービス業 (民間) 経済企画庁

サービス化 的拡大 総生産/ 地域内 (県内) 総

生産

「県民経済統計年報」

対事業所サービス業の

拡大

地域内の対事業所サービス

業注1) 従業者/ 地域の全

産業

総務庁 「事業所統計」

特定サービス業注2) の従

業者数/ 地域内総従業者数

通産省

「特定サービス業実態調査」

特定サービス業注2) の販

売額/ 地域内総生産額

通産省

「特定サービス業実態調査」

・企業活動における 企業における間接部門 :地域内間接部門従業者/ 地 通産省 「工業統計表」

ソフト化の進展 従業者割合の推移 域内全従業者 (企業多角化等調査)

企業における広告・宣 地域内の主要企業別の広 通産省 「工業統計表」

伝費の推移 告 ・宣伝費/ 全経費 (企業多角化等調査)

・サービ部門の独立 サービスの外注化の推 製造業における外注費/ 製 通産省 「工業統計表」

化の進展 移 i造業経費 (企業多角化等調査)
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表2　産業経済事象を示す指標(続き)

業経済事象の枠組 産業経済事象 産業経済事象を示す指標 具体的なデータ デー タ出所

創知化 ・研究開発の重視 特許出願件数 ・登録件

数の推移

地域 内特許出願 ・登録件

数/ 地域内製造業従業者数

特許庁 「特許庁広報」

地域内工業所有権/ 地域内

工場数

通産省「工業実態基本調査」

研究開発費の推移 地域内研究開発費/ 地域内

全従業者数

通産省 「工業統計表」

(企業多角化等調査)

企業研究所の立地動向 地域 内研究所新規立地件

数/ 地域内工場数

通産省「工場立地動向調査」

業種別研究所数/ 地域内全

研究所数

「試験研究機関名鑑」

研究者の増加状況 自然科学研究所従業者数/

全従業者数

総務庁 「事業所統計」

・研究開発産業の萌芽 研究関連製造業注3)

の出荷額の状況

地域内研究関連産業出荷

額/ 地域内全出荷額

通産省 「工業統計表」

・デザインの重視 デザイン従業者数の状 地域内デザイン従業者数/ 通産省 「特定サー ビス産

況 地域内サー ビス業従業者数 実態調査」

工業デザインの売上高 地域内工業 デザイ ン売上 通産省 「特定サー ビス産

の状況 高/ 地域内製造業出荷額 実態調査」

情報化 ・コンピュータの導 コンピュータ稼働状況 地域内汎用コンピュータ稼 通産省 「電算機納入下取 り

人の増加 働台数/ 地域内事業所数 調査」

オ ンライン使用 コン 地 域 内 オ ン ライ ン コン
l

通産省「情報処理実態調査」

ビュータ数の状況 ビュータ台数/ 地域内汎用

コンピュータ台数

通産省 「電算機納入下取 り

調査」

・企業内における情 情報処理部門従業者数 地域内企業の情報処理部門 通産省 「工業統計表」

報処理部門の増加 の状況 従業者数/ 地域内製造業従

業者数

(企業多角化等綱査)

・情報産業の成長 情報サービス業の従業 地域内情報サービス業従業 通産省 「特定サービス産

音数の状況 者数/ 地域内サービス業従

業者数

実態調査」

情報技術者の増加 情報処理試験の合格者数/

地域内サービス業従業者数

(財) 日本情報処理開発

会資料

・情報通信量の増大 マ ス ・メディア注4)

の情報供給量の状況

地域内マス ・メディア情報

量/ 地域内人 口

国土庁「情報 ・通信交流圏」

パー ソナル ・メディア

注5) の情報供給量の

状況

地域内パー ソナル ・メディ

ア情報量/ 地域内企業数

国土庁「情報 ・通信交流圏」

・工場のFA 化の普及 N C 金属工作機械、マ 地域内導入企業数/ 地域内 通産省 「工作機械設備等

シニングセンタ、産業

用 ロボットF M S 、自動

組立装置導入状況

製造業数 計調査報告書 (S62)」

(調査統計部機械統計調

室)
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表2　産業経済事象を示す指標(続き)

撲経済事象の枠組 産業経済事象 産業経済事象を示す指標 具体的なデータ デー タ出所

物流高度化 ・少量物品輸送の増加 少量物品輸送量の推移

(宅急便、郵便小包等)

郵政局内郵便小包輸送量/

郵政局内全輸送量

郵政省 「郵便統計年報」

・モーダル ・シフト 鉄道、海上輸送量の割 地域か ら発送する鉄道 ・海 運輸省 「全国貨物地域流

の進展 合の推移 上輸送量/ 全輸送量 調査」

航空貨物量の増大 航空貨物輸送量/ 全輸送量 運輸省 「全国貨物地域流

調査」

アメニティ化 ・就業時間の時間短

縮化

年間就業時間の推移 地域内業種別年間総実労働

時間数

労働省 「毎月勤労統計調査」

・高齢者の社会進出 高齢者労働者の増加 高齢者従業者/ 全従業者 国勢調査

・女性の社会進出 女性労働者の増加 女性従業者/ 全従業者 国勢調査

地域共生化 ・イベン ト開催企業 企業開催イベント回数 企業開催イベン ト数/ 地域 丹青総合研究所 「博物館 ・

数の増加 の増加 内企業数 情報検索事典」

・社会貢献の実施企

業の増加

企業 メセナ活動数 企業 メセナ活動数/ 人口 メセナ 白書

地球環境重視化 ・リサイクルの推進 リサイクル率の増加状

況

中間処理に伴 う資源化量/

廃棄物処理 ・処分量

厚生省「日本の廃棄物処理」

多角化 ・兼業製造業の増加 企業内兼業部門注6) 地域内兼業部門従業者数/ 通産省 「工業統計表」

従業者の割合の推移 地域内全従業者数 (企業多角化等調査)

・多角化売上高の増加 企業の多角化売上高の 地域内企業多角化売上高/ 通産省 「工業統計表」

状況 地域内企業総収入 (企業多角化等調査)

注1)対事業所サービス業:情報産業(通信業、新聞・出版業、情報サービス業、広告業等)

ビジネスサービス業(産業用機械器具賃貸業、土木建築サービス業、デザ

イン業、その他事業サービス事業)　　ソフトノミックス・フォローアッ

プ研究会(大蔵省)

注2)対象とする特定サービス業:物品賃貸業、広告業、デザイン業、情報サービス業

注3)研究関連製造業:計量器・測定器・分析機器・試験機製造業(分類コード:321)、理化学機械器

具製造業(324)、理化学用・工業用陶磁器製造業(2545)、電子計算機・同附属

装置製造業(3051)
その他電子応用装置製造業(3069)、電気計測器製造業(3071)、顕微鏡・望遠

鏡等製造業(3251)等

注4)マス・メディア:テレビ、新聞、出版物

注5)パーソナル・メディア:電話、データ通信、ファクシミリ、郵便

注6)兼業部門:研究開発部門、製造以外の事業部門
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6.産業経済事象の分析結果

以上の分析手法を用いた分析結果をもとに集積

性一成長性のマトリックス図としたものが、図3

である。ここでは対全国との比較、及び大都市圏

を除く対全国との比較を行っている。

この図3に示されるマトリックス図から中国地

域における個々の産業経済事象の枠組みごとの特

徴について、明らかとなる点は以下の通りである。

(1)産業経済事象に対する分析結果

①グローバル化に含まれる産業経済事象

産業のグローバル化の動きを「水平分業化の進

展」、「製品輸入の増大」、「外資系企業の進出」、「外

国との人的交流の増大」から検討する。

対全国との比較ではこれら産業経済事象の集積

性、成長性がマイナスとなっており、グローバル

化の進展が遅れている状況にある。ただし、外国

との人的交流の増大の成長性はプラスとなってお

り、中国地域においても近年の地方の国際化の流

れにそった事象が進みつつあることがわかる。

対大都市圏を除く全国においても、ほとんどの

産業経済事象が集積性、成長性ともに劣る状況と

なっている。地方地域においても中国地域のグロー

バル化の遅れを指摘することができる。ただし、

外国企業の進出の成長性は高いことから、素材系、

輸送機械等の世界的な企業の存在を背景として、

外国企業の進出の素地はあると考えられる。

②ソフト化・サービス化に含まれる産業経済事象

産業のソフト化・サービス化の動きを「サービ

ス産業の量的拡大」、「企業活動におけるソフト化

の進展」、「サービス部門の独立化の進展」からみ

る。

対全国との比較では「企業活動におけるソフト

化の進展」の成長性がプラス評価となっている。

大都市圏を除く対全国との比較では、「企業活動

におけるソフト化の進展」の集積性・成長性が、「サー

ビス産業の量的拡大言の集積性が進んでいる結果

となっている。

逆に「サービス部門の独立化の進展」は、対全

国、大都市圏を除く対全国ともにかなり遅れてい

る状況にある。

企業にとって、「サービス部門の独立化の進展」

は、「企業活動におけるソフト化の進展」をさらに

進めた方向であると考えられる。このため、中国

地域では現在「企業活動におけるソフト化の進展」

が集積し、成長が進む段階にあるが、今後は、大

都市圏でみられるように「サービス部門の独立化

の進展」がより進展してくる可能性が高いと考え

られる。

③創知化に含まれる産業経済事象

産業の創知化の動きを「研究開発の重視」、「デ

ザインの重視」からみる。創知化の動きは、東京

を中心とした動きをしており、各地方圏では集積

性、成長性とも低くなっているのが現状である。

対全国では「研究開発の重視」、「デザインの重

視」の成長性が高く、大都市圏を除く対全国にお

いては「研究開発の重視」、「デザインの重視」と

も集積性、成長性が高くなっている。このことか

ら中国地域は、地方圏の中では、創知化の進展し

ている地域であり、成長性からみて大都市圏の創

知化レベルに追いつこうとしている姿が明らかに

なる。

④情報化に含まれる産業経済事象

産業の情報化の動きを「情報産業の成長」、「企

業内における情報処理部門の増加」、「コンピュー

タの導入の増加」、「工場のFA化の普及」からみ

る。

対全国では、「情報産業の成長」、「コンピュータ

の導入の増加」の成長性が高く、大都市圏を除く

対全国では「コンピュータの導入の増加」を除く

他の指標も集積性が高くなっている。さらに「情

報産業の成長」、「コンピュータの導入の増加」は

かなり高い成長性を有している。

中国地域の情報化は、大都市圏と比べても「コ

ンピュータの導入の増加」、「情報産業の成長」を

中心として進展してきており、地方圏の中でも情

報化がより進んできている地域となっている。

この流れは、企業の情報化の流れ、人材を求め

ての情報産業の地方分散化を反映したものとなっ

ているといえる。

⑤物流高度化に含まれる産業経済事象

産業の物流高度化の動きを「モーダル・シフト

の進展」、「少量物品輸送の増加」からみる。

対全国に対して中国地域では、成長性において

「モーダル・シフトの進展」が進み、「少量物品輸

送の増加」が全体に遅れている状況にある。

大都市圏を除く対全国に対しても同様の結果と
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なっている。

中国地域は、海運に従来から恵まれている地域

であることから、モーダル・シフトの進んだ地域

であったといえるが、近年はさらにモーダル・シ

フトを全国的に先導する形で進んでいるといえる。

⑥アメニティ化に含まれる産業経済事象

産業のアメニティ化を「就業時間の時間短縮化」、

「高齢者の社会進出」、「女性の社会進出」からみ

る。

対全国でみると、「高齢者の社会進出」、「女性の

社会進出」の集積性が高く、「就業時間の短縮時間

化」は全国よりも若干の遅れが見える状況となっ

ている。

大都市圏を除く対全国でみても「高齢者の社会

進出」、「女性の社会進出」の集積性は高くなって

いる。しかしながら、それらの成長性は劣る結果

となっている。逆に「就業時間の短縮化」は全国

よりも若干進んでいる結果となっている。

この結果は、中国地域では、第一次産業が盛ん

なこともあって、高齢者、女性の社会進出は従来

から進んでいる。しかしながら、ゆとり労働の質

としてみることができる「就業時間の短縮化」は、

大都市圏の方がより進んでおり、中国地域も地方

圏では進みつつも、大都市圏には及ばない結果と

なっている。

⑦地域共生化に含まれる産業経済事象

産業の地域共生化を「企画開催イベント回数の

増加」、「社会貢献の実施企業の増加」からみる。

対全国、大都市圏を除く対全国に比べ、中国地

域は、集積性において劣る結果となっている。

⑧地球環境重視化に含まれる産業経済事象

産業の地球環境重視化を「リサイクルの推進」

からみる。中国地域は、対全国、大都市圏を除く

対全国とも遅れている結果となっている。

⑨多角化に含まれる産業経済事象

産業の多角化を「兼業製造業の増加」、「多角化

売上高の増加」からみる。中国地域では、対全国、

大都市圏を除く対全国ともその集積性、成長性と

も遅れている状況となっている。
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図3　産業経済事象の集積性・成長性の状況

(対全国)
成長性

デザインの重視■

コンピュータ　　　　研究開発の重視

の導入の増加

社会貢献の実施企業

の増加

研究開発産業の萌芽

サービス部門の

独立化の進展

-1

企画開催イベント

外国との人的

交流の増大
企業活動におけるソフト化の進展

!箆警禁禁霊
l

情報通信豊の増大
高齢者の社会進出

■

水平分業化　.0

多角化売上高の増加

製品輸入の増大.

兼業製造業の増加.

●少量物品輸送の増加

就業時間の

時間短縮化

0.5

■サービス産業の量的拡大

Ⅰ女性の社会進出

企業内における情報

処理部門の増加

-93-

注)軸上の得点は、標準点を示す。

1.5



図4　産業経済事象の集積性・成長性の状況
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(2)地域比較からみた分析結果

さらに、ここでは産業経済事象の枠組み別の特

徴を中国地域と他地域と比較しながら検討すると

次のようになる(図5～図13)。

(むグローバル化

外へのグローバル化である水平分業化、内への

グローバル化である外資系企業進出をみると、グ

ローバル化が内外ともに進んでいる地域は、関東、

近畿である。中国地域は九州、東北、四国と同様

に内外とも進んでいない地域として位置づけられ

ている。大都市圏を除く全国の中でも中国地域は

あまり進んでいない地域となっている。

次に人からみた内、外へのグローバル化につい

てみると、中国地域は外へのグローバル化を示す

「学術研究・調査のための出国者」、内へのグロー

バル化を示す「研修目的入国者数」が低くなって

いる。しかしながら地方圏の中では、中国地域の

外へのグローバル化は進んだ地域と評価すること

ができる。

②ソフト化・サービス化

企業内部のソフト化・サービス化である「間接

部門従業者」と外部のソフト化・サービス化であ

る「対事業所サービス従業者の成長性」をみると、

中国地域の内部のソフト化・サービス化は全国で

最も進み、外部のソフト化・サービス化は遅れて

いる状況となっている。

③創知化

研究機能の集積を示す「自然科学研究所の従業

者」と、「研究開発費」からみると、関東への一極

的な集中状況であることがわかる。中国地域は、

対全国において、他の地方圏と同様に研究に関す

る創知化のあまり進んでいない地域の1つとなっ

ている。しかしながら、地方圏においては集積性

の最も高い地域となっている。

次にデザインに関する創知化をみると、中国地

域では、デザインに関する成長性が九州地域に次

いで、東海地域とともに高いことがわかる。

④情報化

人の面からの情報化をみる。量的な指標として

「情報サービス業従業者数の集積」、質的な指標と

して「情報技術者の集積性」から検討すると、関

東地域が量、質とも一極的な集中状況にあると言

える。中国地域は、東海、北陸地域とともに、量

的には劣るものの情報技術者の集積が高いことか

ら、高い質を有している状況にある。また大都市

圏を除く場合には、中国地域は地方圏の中でも量・

質とも最も高い集積性となっている。

⑤物流高度化

モーダル・シフトを「鉄道・海上輸送量の成長

性」から、物流の高速化を「航空輸送量の成長性」

からみると、中国地域は、モーダル・シフトの進

展が高くなっている。その理由として、中国地域

が瀬戸内海を利用した海上輸送の利便性が高いこ

と等が考えられる。

大都市圏を除いた場合には、中国地域はモーダ

ル・シフト、物流の高速化とも最も進んだ地域と

なっている。

⑥アメニティ化

就業における時間的な面からのアメニティをみ

ると、大都市地域での進展がみられ、地方圏では

逆に低くなっている。

一方、ホワイトカラーの「女性の就業状況」を

みると、事務部門等のビジネス社会への進出状況

では中国地域はかなり高くなっている。

⑦地域共生化

企業メセナ活動と企業開催イベント状況から、

企業による地域共生化についてみると、中国地域

は企業による地域共生化がかなり遅れた地域となっ

ている。

特に企業によるメセナ活動が全国でも最も遅れ

た地域である。

⑧地球環境重視化

地球環境重視化をリサイクルの推進状況からみ

ると進んでいる地域は、東海、四国地域となって

いる。中国地域は全国的にも遅れた地域となって

いる。

⑨多角化

多角化を多角化売上高の増加、兼業製造業の増

加からみると、中国地域は両指標とも全国平均以

下であり、多角化の進んでいない地域となってい

る。
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図5　グローバル化
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(対全国)

外
書
系
企
義
進
出
の
■
檎
性
柵
韓
得
点

-・l l▼、,l▼・一一ト・-~▼l　卜一一一1+l一-

-120　-0㈲　-060　-030鳩
北糞凛 .中国..一020

1北　九州　　四匹
-040

-0

--0

一一十-・一一一一一一一十一一　一　告

二二」50
ホ平分■化の■柵性標準得点

②研修目的別入国者数×研究調査出国者数

(対全国)

出
国
者
の
■
穣
性
標
車
輪
点

字
栴
研
究
・
■
量
の
た
め
の
080　-060　-040　・020

九ポ　　中国
.　t.　　　~.

枇　北鶉遵　　咽

研修臼的入館者敬の■積性鞭簾嶋点

外
責
系
企
業
進
出
の
■
穣
性
標
畢
得
点

(大都市圏を除く対全国)

20Tl∴~l▼~、11日-~1一一・I、…つ

軸

02090

ハ
U

6′
l
UO30

!　　　　　　　　　　~030で

__　∴∴ニ三___
!

水平分業化の集積性棟墨縄秦

20　-090東北一060　-030　000

(大都市圏を除く対全国)
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図7　創知化

①自然科学研究所の従業者数×研究開発費
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図9　物流高度化

①鉄道・海上輸送量×航空輸送量
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図12　地球環境重視化

①リサイクルの推進状況
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以上から、産業経済事象分析結果をまとめると、

中国地域において比較的進んでいる事象としてソ

フト化・サービス化、デザイン機能重視化、情報

化、モーダル・シフト化等である。逆に進んでい

ない事象としては地域共生化全般、地球環境重視

化全般、多角化、グローバル化全般等となってい

る。

表3　産業経済事象分析結果

創

物

地

地

巨経済事象の枠組み 産業経済事象グループ 産業経済事象 中国地域の状況

.-・..-.・..・・
ローバル化 入ってくる国際化 外資系企業の進出 集積度少なく地方圏比較では高成長度(企業)

外国との人的交流の増大(入国) 集積度、成長度とも低い

出ていく国際化 水平分業化の進展 集積度、成長度とも低い

外国との人的交流の増大(出国) 地方圏比較では研究・調査出国者の高い集積度

フト化・サービス 産業構造のソフト化・ サービス産業の量的拡大 対事業所サービス業、特定サービス業の

サービス化 高い集積度

企業内のソフト化 ・

サービス化

企業活動におけるソフト化

の進展

サービス部門の独立化の進

展

企業内間接部門の高い集積度

低い集積度

面 ヒ 研究機能重視化 研究開発の重視 研究所、特許出願数等高い成長度

研究開発産業の萌芽 低い集積度

デザイン機能重視化 デザインの重視 _ ー地方圏比較では高い集積度、成長度

報化 コンピュータ化 コンピュータの導入の増加 地方圏比較では高い集積度、成長度

企業内における情報処理部

門の増加

情報産業の成長

地方圏比較では高い集積度

情報技術者の高い集積度、成長性

コミュニケーション化 情報通信量の増大 パーソナルメディア情報供給量の高い集積度

オー トメーション化 工場のF A 化の普及 導入企業の高い成長度

流高度化 少量定時性の重視 少量物品輸送の増加 低い集積度、成長度

モーダルシフト化 モーダル ・シフトの進展 鉄道、船舶の高い集積度、成長度

メニティ化 就業環境重視化 就業時間の時間短縮化 地方圏比較では高い集積度、成長度

高齢者 ・女性の社会 高齢者の社会進出 高い集積度、成長度

進出の環境づくり 女性の社会進出 高い集積度、成長度

域共生化 企業イベント開催の

重視化

企業開催イベント数の増加 低い集積度

地域内貢献活動重視化 企業メセナ活動の増加 低い集積度

球環境重視化 リサイクルの重視 リサイクル率の増加状況 低い集積度、成長度
石化 製造業の異業種展開 多角化売上高の増加 低い集積度、成長度

ー1(拍車




